
�愛媛県告示第８５７号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び今

治市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

日本食研株式会社

今治市富田新港一丁目３番地

代表取締役 大沢一彦

２ 事業場の名称及び所在地

日本食研株式会社食品研究工場・ハム研究工場

今治市富田新港一丁目３番地

３ 特定施設に関する事項

ニーダー（�２１～�２２）

４ 汚水等の処理施設に関する事項

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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告 示

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号）別表第１第５号 ハ湯煮施
設（２基）

特 定 施 設 の 能 力 １基１回当たり４，０００キログラム処理

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着手後１週間

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要

有り（３～４月、７～８月、１１～１２月
増加）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．２～３．５

最大 ３．０～３．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３，０００

最大 ３，６００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，２００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３６

最大 ４４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５．２

最大 ６．５

設 置 年 月 日 平成１０年１０月５日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 中和、脱窒、担体法、活性汚泥法、凝
集沈澱、砂ろ過及び活性炭吸着

毎週（火・金）曜日発行 第１７６５号 平成１８年６月２日
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

�愛媛県告示第８５８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ジョー・プラ 松山市朝生田五丁目
１番２５号 大規模小売店舗の名称 南松山ショッパー

ズプラザ ジョー・プラ 平成１８年
５月２０日

平成１８年
５月２２日

大規模小売店舗において小
売業を行う者

株式会社ダイエー
、株式会社つるや
、田中商事株式会
社、株式会社フジ
カワ、株式会社ヤ
マトエステート、
株式会社とかげや
、株式会社ビジョ
ンメガネ、株式会
社ちぐさ、株式会
社たけうち、有限
会社パークランド
、株式会社マツモ
ト

株式会社ママイ、
大西彰、セガミメ
ディクス株式会社
、堤製パン株式会
社、株式会社ちぐ
さ、株式会社つる
や、田中商事株式
会社、株式会社フ
ジカワ、株式会社
ドリーム、有限会
社高井商店、株式
会社デオデオ

退店日：
平成１７年
１１月３０日
入店日：
平成１８年
５月２０日

２ 意見書の提出

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１７メートル 横８８メートル
高さ１０メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり４９０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、脱窒、担体法、活性汚泥法、凝
集沈澱、砂ろ過及び活性炭吸着

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．２～３．５

最大 ３．０～３．２

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３，０００

最大 ３，６００

通常 １７

最大 ２５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，２００

通常 １０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １２０

通常 １０

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３６

最大 ４４

通常 １．０

最大 １．５

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １７

最大 ２５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４１０

最大 ４９０

備考 この他に雨水排水口が４ヶ所ある。

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４１０

最大 ４９０

通常 ４１０

最大 ４９０

愛 媛 県 報平成１８年６月２日 第１７６５号
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�愛媛県告示第８５９号
吉田町土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（農

業用用排水施設整備事業・喜佐方地区）の計画の変更は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定によ

り、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・喜佐方地

区）変更計画書の写し

� 吉田町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年６月５日から６月３０日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所吉田支所

�������
�愛媛県告示第８６０号
吉田町土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（農

業用道路整備事業・喜佐方地区）の計画の変更は、適当と認

められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条

第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次

のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 土地改良事業（農業用道路整備事業・喜佐方地区）変

更計画書の写し

� 吉田町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年６月５日から６月３０日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所吉田支所

�������
�愛媛県告示第８６１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、上島町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・船越地区）の施行

に平成１８年５月１８日同意した。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第８６２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項

の規定により、大洲市土地改良区から次のとおり土地改良事

業の工事が完了した旨の届出があった。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第８６３号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定

により、次のように保安林の指定を解除する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

今治市玉川町龍岡上字岩門丁４３４の１０、字ヤゲン谷丁４

３５の３２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

放送設備用地とするため

�������
�愛媛県告示第８６４号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたか

ら、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準

用する同法第３０条の規定により告示する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

大洲市長浜町出海丁１６９の３・丁１６９の５・丁１７０の

６・丁２１４の５・丁２８７の３・丁３１７の１（以上６筆に

ついて次の図に示す部分に限る。）、乙７０２、丁１６９の

４、丁１６９の６から丁１６９の９まで、丁１７０の９、丁１

７０の１２、丁２１３の３、丁２１３の６、丁２１３の７、丁２７７

、丁２７８の１、丁２８５の５、丁２８５の７、丁２８５の８、

丁２８５の１１、丁２８５の１２、丁２８６の５から丁２８６の７ま

で、丁２８７の１、丁２８７の２、丁２８８の８から丁２８８の

１３まで、丁３１１の２

� 保安林として指定された目的

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業

経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（
農道） 東松ヶ花地区 平成１８年３月２４日

愛 媛 県 報平成１８年６月２日 第１７６５号
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水源のかん養

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

喜多郡内子町宿間乙１１３の４

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び

関係書類を愛媛県庁並びに大洲市役所及び内子町役場に備え

置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第８６５号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたか

ら、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準

用する同法第３０条の規定により告示する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

大洲市新谷字田ノ久保丁２８の１、字和田丁３７１の１か

ら丁３７１の３まで

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

大洲市新谷字和田丁３７０の１・丁３７０の２（以上２筆

について次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び

関係書類を愛媛県庁及び大洲市役所に備え置いて縦覧に供す

る。）

�愛媛県告示第８６６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１６）第２８５０号 平成１７年
２月２２日 �吉本建設 吉本 勉 南宇和郡愛南町御荘和

口３１９
平成１８年
４月６日 管工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１２）第５９４０号 平成１３年
２月６日 佐々木塗装店 佐々木元昭 宇和島市保手町５－４

－９
平成１８年
４月７日 塗装工事業 建設業の廃止

（般－１６）第１５６００号 平成１６年
７月２７日 神山土木 神山 勝ニ 新居浜市郷１－５－２４ 平成１８年４月１０日

土木工事業
とび・土工工事業

建設業の廃止
（法人成り）

（般－１３）第１２３８８号 平成１３年
１０月８日 �前田組 前田 繁芳 西予市明浜町宮野浦甲

１１８７
平成１８年
４月１１日 土木工事業 建設業の廃止

（般－１３）第６７号 平成１３年
６月２３日 �畳センター 高橋 久 松山市畑寺３－１１－２８ 平成１８年４月１３日 内装仕上工事業 建設業の廃止

（般－１６）第１０７６０号 平成１７年
１月２４日

住友林業フォレストサ
ービス� 作田 公一 新居浜市磯浦町２－１ 平成１８年

４月１３日
土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１５１４０号 平成１４年
１０月１５日 �宮崎土建 宮崎 裕夫 四国中央市土居町野田

甲１３７９－２
平成１８年
４月１４日

土木工事業
建築工事業
管工事業
ほ装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

愛 媛 県 報平成１８年６月２日 第１７６５号

５０２
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�愛媛県告示第８６７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８６８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８６９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（般－１３）第１６７号 平成１３年
８月１５日 井出本建設 井出本 孝 伊予市尾崎３０４ 平成１８年

４月１７日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１７８０号 平成１４年
１０月２２日 坂本電気 坂本伊清男 東温市牛渕１８４５－２２ 平成１８年

４月１７日 電気工事業 建設業の廃止

（般－１７）第３３０９号 平成１７年
７月８日 ツヅキ電気 都築 憲男 八幡浜市大谷口１－４

－１４
平成１８年
４月１７日

電気工事業
消防施設工事業 建設業の廃止

（般－１３）第１４７８６号 平成１３年
８月２日 高岡左官 高岡 孝三 伊予市米湊５５８－２ 平成１８年

４月１７日
左官工事業
屋根工事業 建設業の廃止

（般－１４）第６９５５号 平成１４年
１１月１３日 稲垣建設 稲垣 善治 西予市明浜町渡江２２４

－４
平成１８年
４月２０日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１７）第９９６５号 平成１７年
１０月２４日 土居水道 土居 充行 西予市宇和町瀬戸７８３ 平成１８年

４月２０日 管工事業 建設業の廃止

（般－１７）第１２０７６号 平成１７年
１０月１５日 浅井電気 浅井 正孝 松山市西石井３－７－

２５
平成１８年
４月２４日 電気工事業 建設業の廃止

（般・特－１６）
第１５６７２号

平成１６年
１２月２１日 �ライフエース 石丸 照 松山市来住町１４９０－１１ 平成１８年４月２４日

土木工事業
電気工事業
管工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１４）第１３８７９号 平成１４年
１１月２５日 �サングリーン 丹下 正也 今治市新谷甲１６６４ 平成１８年

４月２７日
土木工事業
とび・土工工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１４）第２２５６号 平成１４年
１２月１０日 �仙波組 仙波 恭二 松山市南久米町７２－４ 平成１８年

４月２８日 鉄筋工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１４）第１５０２３号 平成１４年
５月２４日 �橘興業 鈴木冨美子 四国中央市土居町土居

２２２７
平成１８年
４月２８日

土木工事業
鋼構造物工事業
石工事業
ほ装工事業
しゅんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 岩城環状線
越智郡上島町岩城５７番地先から

同町岩城９５番２まで

旧 ６．０～５４．０ ０．１５５

新 ６．０～７８．０ ０．１５５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 岩城環状線
越智郡上島町岩城５７番地先から

同町岩城９５番２まで
平成１８年６月２日

愛 媛 県 報平成１８年６月２日 第１７６５号
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�愛媛県告示第８７０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８７１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８７２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８７３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美川小田線
上浮穴郡久万高原町大川２０９２番１から

同町大川２０８４番１地先まで

旧 ４．３～８．３ ０．１３５

新 ６．７～３２．９ ０．１３５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美川小田線
上浮穴郡久万高原町大川２０９２番１地先から

同町大川２０８４番３地先まで
平成１８年６月２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久谷森松停車場線 松山市浄瑠璃町甲１番５

旧 ４．５～６．５ ０．０３５

新 ６．４～７．８ ０．０３５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久谷森松停車場線 松山市浄瑠璃町甲１番５ 平成１８年６月２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 落合久万線
上浮穴郡久万高原町菅生３番耕地４２６番２から

同町菅生３番耕地４３７番３地先まで

旧 ４．２～４２．０ ０．２０５

新 ４２．０～１６９．５ ０．２０３

愛 媛 県 報平成１８年６月２日 第１７６５号

５０４
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�愛媛県告示第８７４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８７５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８７６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 〃
上浮穴郡久万高原町菅生３番耕地４３７番３地先から

同町菅生３番耕地４７番８地先まで

旧 ４．８～５６．０ １．２５４

新 ４．８～９３．０
９．０～３１．０

１．２５４
０．９４６

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田柳谷線
上浮穴郡久万高原町西谷字菅行４２９１番から

同字４２１２番２まで

旧 ３．０～１０．０ ０．２７２

新 １０．２～２７．２ ０．２７２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田柳谷線
上浮穴郡久万高原町西谷字菅行４２９１番から

同字４２１２番２まで
平成１８年６月２日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 内子河辺野村線
喜多郡内子町北表甲１０３７番から

同町北表乙６６２番７まで
平成１８年６月２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３８０号
喜多郡内子町大平１２４９番地先から

同町大平１２５７番地先まで

旧 ６．０～９．０ ０．１７４

新 １６．０～２２．５ ０．１７４

愛 媛 県 報平成１８年６月２日 第１７６５号

５０５
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�愛媛県告示第８７８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８７９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８８０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３８０号
喜多郡内子町大平１２４９番地先から

同町大平１２５７番地先まで
平成１８年６月２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島城辺線
宇和島市津島町岩渕乙１１４９番１地先から

同町岩渕丁２０８番２地先まで

旧 ５．２～１７．０ ０．０３８

新 ９．４～２１．２ ０．０３８

〃 〃 宇和島市津島町増穂丁１０７５番１５地先
旧 ５．４～６．０ ０．０１６

新 ５．４～１９．２ ０．０１６

〃 〃 宇和島市津島町増穂丁１０７５番１６３
旧 ６．４～７．２ ０．０２１

新 ８．２～１２．０ ０．０２１

〃 〃 宇和島市津島町増穂丁９４５番１４９
旧 ５．２～５．８ ０．０２２

新 ６．８～１１．０ ０．０２２

〃 〃
宇和島市津島町増穂丁９４５番１２９地先から

同町増穂丁９６０番地先まで

旧 ７．８～１０．７ ０．０１９

新 ２９．２～３１．８ ０．０１９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島城辺線
宇和島市津島町岩渕乙１１４９番１地先から

同町岩渕丁２０８番２地先まで
平成１８年６月２日

〃 〃 宇和島市津島町増穂丁１０７５番１５地先 〃

〃 〃 宇和島市津島町増穂丁１０７５番１６３ 〃
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�愛媛県告示第８８１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

伊予市上吾川字松本甲１９番１

２ 申請人の住所氏名

松山市清住二丁目１０９２番地５

株式会社 清友 代表取締役 山本 守厚

３ 図面省略

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 〃 宇和島市津島町増穂丁９４５番１４９ 〃

〃 〃
宇和島市津島町増穂丁９４５番１２９地先から

同町増穂丁９６０番地先まで
〃

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年５月２３日 ＮＰＯ法人 さかえ 岡 村 雅 雄 宇和島市大宮町三丁目２番１０号 この法人は、精神障害者の自立と社会参加
をすすめるため、精神障害者の働く機会の
提供と精神障害者が地域で生活する環境づ
くりなどを図りながら、精神障害者と広く
地域住民が共生できる社会の推進に寄与す
ることを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年５月２４日
特定非営利活動法人
ハートｉｎハートなんぐん市
場

梶 田 修 二 南宇和郡愛南町御荘平城６５８番
地１

この法人は、障害を持たれた方々や地域住
民に対する自立及び社会参加に関する事業
、ソーシャルインクルージョンの観点から
、地域住民と共に「共に暮らせるまちづく
り」を目指した活動、森林ボランティア活
動等を通し、地域福祉の向上及び地域の自
然環境保全に寄与することを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年５月２２日 ＮＰＯ法人
国際交流支援協会 松 下 文 治 愛媛県松山市余戸中二丁目７番

５号
この法人は、国際交流を目指す各種団体、
青少年をはじめ、一般市民に対し国際交流
及び外国人とのコミュニケーションを持つ
ための支援活動を行うことによって、国際
交流の活性化に寄与することを目的とする
。また、地域住民に国際感覚を習得出来る

愛 媛 県 報平成１８年６月２日 第１７６５号
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�公 告

争議行為の通知の公表について

愛媛精神医療合同労働組合協議会くろだ病院支部執行委員

長尾崎博昭から次のとおり争議行為を行う旨の通知が平成１８

年５月２３日あったので公表する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事件 平成１８年度賃上げ及び夏季・年末一時金

２ 日時 平成１８年６月３日午前６時３０分より本問題が解決

に至る間

３ 場所 医療法人光佑会くろだ病院

（伊予郡松前町大字神崎５８６番地）

４ 概要 前記記載の場所において、あらゆる形と規模の争

議行為を単独又は併用して実施する。

�公 告

宅地建物取引主任者資格試験の実施について

宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第１６条の２第

１項の規定による愛媛県知事の委任に係る平成１８年度宅地建

物取引主任者資格試験を次のとおり実施する。

平成１８年６月２日

財団法人 不動産適正取引推進機構

理事長 三澤 眞

１ 試験の日時

平成１８年１０月１５日（日）午後１時から午後３時まで

ただし、宅地建物取引業法第１６条第３項の規定により、

国土交通大臣の登録を受けた者が行う講習を受講し修了試

験に合格した者で、試験の一部免除を受けようとする者に

ついては、午後１時１０分から午後３時まで

２ 試験の場所

受験申込みの受付の際に指定する。

３ 受験資格

年齢、性別、学歴等に関係なく、だれでも受験すること

ができる。

４ 受験申込み

� インターネットによる申込み

ア 試験案内の掲載

� 掲載期間

平成１８年７月３日（月）から平成１８年７月１８日（

火）まで

� 掲載場所

財団法人不動産適正取引推進機構のホームページ

（http：／／www.retio.or.jp）
イ 申込期間

平成１８年７月３日（月）午前９時３０分から平成１８年

７月１８日（火）午後９時５９分まで

ウ 受験手数料

７，０００円

財団法人不動産適正取引推進機構が指定したクレジ

ットカードにより又はコンビニエンスストアより納入

する（事務手数料は、本人負担とする。）。

� 郵送による申込み

ア 試験案内及び受験申込書の配布

� 配布期間

平成１８年７月３日（月）から同年７月３１日（月）

まで（ただし、土曜日、日曜日及び休日を除く。）

の午前９時３０分から午後４時３０分まで。

� 配布場所

社団法人愛媛県宅地建物取引業協会本部（松山市

平和通六丁目５番地１愛媛不動産会館２階）及び各

支部（所在については、本部に照会すること。）

なお、郵送により受験申込書を請求する場合は、

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年６月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年５月２２日
特定非営利活動法人
宇和島市自主防災防犯支援セ
ンター

石 � 九 愛媛県宇和島市明倫町四丁目１
番１号三好ビル１階６号

この法人は、地域住民に対して、自然災害
、地震災害、犯罪被害、それに関する諸問
題に備えた地域防災・防犯体制強化推進の
ため、民間活力の導入及び行政との連携並
びに住民の相互協力によるネットワークを
構成し、個人及び自主防災組織等の支援事
業、各種調査コンサルタント事業、研究と
啓蒙に関する事業、情報提供に関する事業
、災害時における被災者と被災地のための
救援救護及び調査復旧事業などの、防災防
犯に関連する安全対策事業を行いながら、
地域住民の生命、財産の保全を図り公益に
寄与することを目的とする。

場所と機会を提供し、外国人、外国文化並
びに異文化の理解と教養を有する国際人を
育成し、もって国際交流を通じ世界平和に
寄与することを目的とする。
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正 誤

封筒の表に「宅地建物取引主任者資格試験申込書請

求」と朱書し、所要の郵便切手を貼ったあて先記入

の返信用封筒を同協会本部へ送付すること。

イ 申込期間

平成１８年７月３日（月）から同年７月３１日（月）ま

での日付けの消印のあるものに限り有効とする。

ウ 受験手数料

７，０００円

エ 郵送先及び郵送方法

社団法人愛媛県宅地建物取引業協会本部（松山市平

和通六丁目５番地１愛媛不動産会館４階）あて簡易書

留郵便又は配達記録郵便で提出すること。

５ 合格発表

平成１８年１１月２９日（水）

６ 問い合わせ先

社団法人愛媛県宅地建物取引業協会本部

〒７９０―０８０７ 松山市平和通六丁目５番地１

愛媛不動産会館２階

ＴＥＬ （０８９）９４３―２１８４

�正 誤

平成１８年５月２３日付け第１７６２号愛媛県告示第７７５号（愛媛

県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償費等に関す

る条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の補償基礎額

の最低限度額及び最高限度額の一部改正）中

ページ 箇 所 誤 正

４３７ 告示番号 愛媛県告示第７７５号 愛媛県告示第８５６号
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